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 論文は 5 節で構成される。 
 
第 1 節の第 1 項では、中国が気候変動問題を無視する国であると誤解されているようである
が、実際には、中国が気候変動問題の改善に向けて、力強く取り組んでいることを説明する。
例えば、2011 年 3 月に発表された中国の「一二伍計画」の綱要には、「省エネ社会を建設し、
持続可能な経済発展を実現する。また、2010 年から 2015 年までに、CO2の排出原単位を 17％
削減する」という目標が揚げられた。また、2015 年 9 月 25 日に「中国はCO2の排出量を 2030
年頃のなるべく早い時期にピークアウトさせ、一次エネルギー消費に占める非化石燃料エネル
ギーの比率を 2030 年までに 20％前後まで引き上げる」という「気候変動に関する中・米共同
声明」が公表された。しかも、各レベル（省、市、鎮）の政府は、「低炭素社会の建設」に向
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最後に、今回用いた産業連関分析は数量（投入係数等）を固定的に扱うため、価格の変化し
か分析できない。炭素税がGDPや消費、あるいはCO2排出量におよぼす影響を分析するには、
既存研究で紹介したような、一般均衡モデルやマクロ計量モデルといった分析手法が必要とな
る。また、エネルギー集約産業の競争力や特別措置なども、検討が必要である。これらは今後
の研究課題としたい。 
 
 
 
